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松田町寄自然休養村管理センターの管理に関する基本協定書 

 

 松田町（以下「甲」という。）と有限会社みやまの里（以下「乙」という。）とは、松田町の公

の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年松田町条例第１５号。以下「指定手

続等に関する条例」という。）第７条の規定により、松田町寄自然休養村管理センター（以下「管

理センター」という。）の指定管理業務について、次のとおり基本協定を締結する。 

 

第１章 総則 

 

（協定の目的） 

第１条 本協定は、管理センターの指定管理業務（以下「指定管理業務」という。）について、基

本的な事項を定めることを目的とするものであり、詳細事項については、別添松田町寄自然休

養村管理センター管理運営業務仕様書（以下「仕様書」という。）に定めるとおりとする。 

 

（指定管理業務の目的及び趣旨） 

第２条 管理センターは、松田町寄自然休養村事業を総合的に推進するとともに、観光農業の促

進を図り、健全な休養と研修の場所を提供することを目的とする。 

２ 乙は、前項に定める管理センターの設置目的、指定管理者の指定の意義及び指定管理者が行

う指定管理業務の実施に当たって求められる公平性を十分に理解し、その趣旨を尊重するもの

とする。 

３ 甲は、指定管理業務が利益の創出を基本とする民間事業者等によって実施されることを、十

分に理解し、その趣旨を尊重しなければならない。 

 

（信義誠実の原則） 

第３条 甲及び乙は、互いに協力し信義を重んじ、本協定を誠実に履行しなければならない。 

 

（用語の定義） 

第４条 本協定で用いる用語の定義は、次の各号のとおりとする。 

（１） 「指定開始日」とは、令和５年松田町告示第１０２号において告示した指定期間の開始

日のことをいう。 

（２） 「指定管理料」とは、甲が乙に対して支払う指定管理業務の実施に関する対価のことを

いう。 

（３） 「年度協定」とは、本協定に基づき、甲と乙が指定期間中に毎年度締結する協定のこと

をいう。 

（４） 「不可抗力」とは、天災（地震、落雷、暴風雨、洪水、異常降雨、土砂崩壊等）、人災

（戦争、テロ、暴動等）及びその他甲並びに乙の責めに帰すことのできない事由をいう。

なお、管理施設の利用者数の増減、管理施設及び物品の自然損耗及び経年劣化等は、不可

抗力に含まないものとする。 
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（５） 「制度等の変更」とは、法令等（すべての法律、法規、条例及び正規の手続きを経て公

布された行政機関の規定をいう。）の変更、税制度の変更のうち指定管理業務の実施に関し

て影響を与える変更のことをいう。 

（６） 「法令等の変更による指定管理業務の変更」とは、法令等の変更により、指定管理業務

の継続に支障が生じた場合に、指定管理業務の内容等を変更することをいう。 

（７） 「会計年度」とは、毎年４月１日より翌年３月３１日までのことをいう。 

 

（管理物件） 

第５条 指定管理業務の対象となる物件（以下「管理物件」という。）は、管理施設と物品からな

る。 

２ 管理物件は、令和６年４月１日の状態を原状とし、乙はこれを下回ることがないよう、善良

なる管理者の注意をもって管理しなければならない。 

 

（協定期間） 

第６条 本協定の効力は、協定締結日から指定期間の満了日である令和１１年３月３１日までと

する。ただし、第１３条第２項、第１６条、第１７条、第１８条、第２９条、第３０条、第３

６条、第３７条、第４２条及び第４９条に基づき、乙が負担する義務は指定の期間が満了、又

は指定の取消しを受けた後も存続するものとする。 

 

第２章 業務範囲 

 

（指定管理業務の内容等） 

第７条 乙が行う指定管理業務の内容は、松田町寄自然休養村管理センターの設置及び管理に関

する条例（昭和５３年松田町条例第７号。以下「設置及び管理に関する条例」という。）第３条

に基づき、仕様書に定めるところによる。 

２ 前項の定めに関わらず、乙は、管理施設の利用者の利便性の向上又は管理施設の利用促進を

目的として自ら提案して行う事業（以下「自主事業」という。）を実施することができる。 

３ 前項に定める自主事業を行うに当たっては、乙が自己の費用と責任において実施しなければ

ならない。 

 

（甲が行う業務の範囲） 

第８条 次の業務については、甲が自らの責任と費用において実施しなければならない。 

（１） １件３万円を超える管理物件の修繕（ただし、乙の提案に基づく改修等は除く。） 

 

（指定管理業務の内容及び仕様書の変更） 

第９条 甲又は乙は、必要と認める場合には、相手方に対する通知をもって、仕様書に定めた指

定管理業務の内容の変更を求めることができる。 

２ 甲又は乙は、前項の通知を受けた場合は、協議に応じなければならない。 
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３ 指定管理業務の範囲若しくは実施条件の変更又はそれらに伴う事業計画等若しくは指定管理

料の変更については、前項の協議において決定するものとする。 

 

（事業計画書の提出） 

第１０条 乙は、第７条の指定管理業務を行うに当たっては、毎年度、次の各号に掲げる計画を

策定しなければならない。 

（１） 事業計画 

（２） 人員配置計画 

（３） 収支計画 

（４） その他町長が定める事項 

２ 乙は、前項に定める計画をその前年度の１０月末日までに作成し、甲に提出しなければなら

ない。ただし、令和６年度については、令和６年３月末日までに提出しなければならない。甲

及び乙は、その計画について協議を行い、当該年度の年度協定書に定めるものとする。 

３ 甲及び乙は、第１項に定める計画を変更しようとする時は、甲と乙との協議により決定する

ものとする。 

 

第３章 指定管理業務の実施 

 

（指定管理業務の実施） 

第１１条 乙は、管理センターの指定管理業務を行うに当たり、設置及び管理に関する条例及び

松田町寄自然休養村管理センター条例施行規則その他関係法令、その他行政機関が定めた計

画、指針、要綱、通知等を遵守するとともに、善良な管理者の注意をもって、誠実かつ公正に

履行しなければならない。 

２ 乙は、本協定、年度協定、設置及び管理に関する条例及び関係法令等に従って指定管理業務

を実施しなければならない。 

３ 本協定、年度協定の間に矛盾又は齟齬がある場合は、本協定、年度協定の順にその解釈が優

先されるものとする。 

４ 乙は、指定管理業務を実施するに当たり、選定委員会により付された次の各号に掲げる要望

事項を満たさなければならない。 

（１） 改めて５年間の指定管理期間を設定する中で、収支計画で示された増収を達成し、着実

な経営に努めること。 

（２） 新たな試みとしてのスポーツツーリズムとの連携、寄地域内の他施設との連携を積極的

に行い、顧客満足度の向上及び収入増加に資する取組を実施すること。 

（３） 地域の核となる施設として、地産食材の販売・提供など、町の取り組む事業・地域との

連携を実施すること。 

５ 乙は、その他、本協定の締結に当たり、甲、乙協議の結果、取り交わした事項についても遵

守しなければならない。 
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（業務の引継ぎ） 

第１２条 乙は、本協定の終了に際し、甲又は甲が指定する者に対し、指定管理業務の引継ぎ等

を行わなければならない。 

２ 甲は、必要と認める場合には、本協定の終了に先立ち、乙に対して甲又は甲が指定する者に

よる管理施設の視察を申し出ることができるものとする。 

３ 乙は、前項の申し出を受けた場合には、合理的な理由のある場合を除いて、その申し出に応

じなければならない。 

 

（指定管理業務の一括委託の禁止） 

第１３条 乙は、指定管理業務を一括して第三者に対して委託してはならない。ただし、指定管

理業務の一部についてあらかじめ甲の承認を得た場合はこの限りではない。 

２ 乙が指定管理業務の一部を第三者に委託する場合には、すべて乙の責任及び費用において行

うものとし、指定管理業務に関して乙が委託する第三者の責めに帰すべき事由により生じた損

害及び増加費用については、すべて乙の責めに帰すべき事由により生じた損害及び増加費用と

みなし、乙が負担しなければならない。 

 

（事故、災害等への対応） 

第１４条 乙は、指定管理業務の実施に関連して事故、災害等の緊急事態が発生した場合には、

速やかに必要な措置を講じるとともに、次の各号に掲げる事項については、その内容につい

て、あらかじめ定められた連絡先に対して直ちに緊急事態の内容を報告しなければならない。 

（１） 利用者の生命及び財産に重大な影響を及ぼす事案が発生した場合 

（２） 管理物件に重大な損害を及ぼす事案が発生した場合 

（３） 管理物件が原因となって、近隣住民の生命及び財産に重大な影響を及ぼす事案が発生し

た場合 

（４） 管理物件の維持及び管理上、関係行政機関との調整が必要な事案が発生した場合 

 

（苦情への対応） 

第１５条 乙は、管理施設の利用者等から苦情を受けた場合には、速やかに必要な措置を講じ、

甲に対して苦情内容を速やかに報告しなければならない。 

２ 苦情を受けた場合には、乙は甲と協力しその原因調査に当たるとともに、再発防止策を講じ

なければならない。 

 

（文書の管理及び保存） 

第１６条 乙は、給与等の支払いに関する書類や領収書など、指定管理業務に伴い作成し、又は

受領した文書等について、松田町行政文書管理規程（平成１３年松田町訓令第１号）に準拠し

て、適正に管理及び保存することとし、指定の期間が満了し、又は指定の取消しを受けた後に

甲の指示に従って引き渡すものとする。 
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（守秘義務に関する事項） 

第１７条 乙又は指定管理業務の一部に従事するものは、指定管理業務を行うに当たり、業務上

知り得た内容を第三者に漏らしてはならない。指定の期間が満了し、又は指定の取消しを受け

た後も同様とする。 

２ 前項の規定は、乙の従業員及び乙が再委託を行う者にも及ぶものとする。 

 

（個人情報の保護） 

第１８条 乙は、指定管理業務を行うに当たり、個人情報を取り扱う場合は、知り得た個人情報

の内容をみだりに他に漏らしてはならない。この指定の期間が満了し、又は指定の取消しを受

けた後においても同様とする。 

２ 乙は、指定管理業務を行うに当たり、個人情報を取り扱う場合は、松田町個人情報の保護に

関する法律施行条例（令和４年松田町条例第１９号）、個人情報の保護に関する法律（平成１５

年法律第５７号）及び関係法令に従うほか、甲の指示を受けて適切に取り扱うものとする。 

３ 乙は、指定管理業務を行うに当たり個人情報を収集する時は、本協定の目的を達成するため

に必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

４ 乙は、指定管理業務を行うに当たり収集、作成した個人情報を、甲の指示又は承諾を得るこ

となしに本協定の目的以外に使用し、又は第三者に提供してはならない。 

５ 乙は、甲が承諾した場合を除き、個人情報の処理は自ら行い、第三者にその処理を委託して

はならない。 

６ 乙は、甲が承諾した場合を除き、指定管理業務を行うに当たり、甲から提供された個人情報

が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

７ 乙は、個人情報の取扱いの状況について、甲が随時の調査を実施する場合には協力しなけれ

ばならない。 

８ 前項の調査の結果、甲は、個人情報の取扱いが不適正と認められる時は、必要な勧告を行う

ことができる。この場合、乙は、甲の勧告に誠実に従うものとする。 

９ 乙は、指定管理業務を行うに当たり、甲から提供を受け、又は自らが取得し、若しくは作成

した個人情報が記録された資料等を、この指定の期間が満了し、又は指定の取消しを受けた後

直ちに甲に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示した時は、その指示に従

うものとする。 

 

（情報公開） 

第１９条 乙は、指定管理業務を行うに当たり作成し、又は取得した文書であって、乙が管理し

ているものの公開については、松田町情報公開条例（平成１３年松田町条例第１３号）により

行うものとする。 
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第４章 管理施設の利用者等 

 

（利用に関する具体的基準） 

第２０条 乙は、松田町行政手続条例（平成９年松田町条例第１３号。以下「行政手続条例」と

いう。）第５条に定める審査基準、第６条に定める標準処理期間及び第１２条に定める処分の基

準（以下「審査基準等」という。）を定める時は、あらかじめ甲の承認を得るものとする。審査

基準等を変更する場合も同様とする。 

 

（不利益処分の手続き） 

第２１条 乙は、行政手続条例第３章第２節及び第３節に定める聴聞及び弁明の機会の付与に関

する手続きについては、松田町聴聞及び弁明の機会の付与に関する規則（平成６年松田町規則

第１７号）の規定に準じて行うものとする。 

 

（聴聞関係資料の写しの交付） 

第２２条 乙は、松田町個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年松田町条例第１９号）

第４条第２項に定める写しの交付については、同条の規定に準じて行うものとする。 

 

（利用者等に対する指導） 

第２３条 乙は、管理施設の利用者等に対する指導については、行政手続条例第４章の規定に準

じて行わなければならない。 

 

第５章 指定管理者の収入 

 

（利用料金） 

第２４条 管理施設の利用者が納付する利用料金は、乙の収入とする。 

 

（利用料金の額の決定） 

第２５条 管理施設の利用料金については、設置及び管理に関する条例に定める額を上限とした

範囲内において、乙はあらかじめ町長の承認を得た上で、別に定めるものとする。 

 

（指定管理料の支払い方法等） 

第２６条 指定管理料の額は、甲の歳出予算の範囲内で、別途締結する年度協定に定めるものと

する。 

２ 指定管理料の支出の方法及び精算については、年度協定において定めるものとする。 

 

（自主事業に係る収入） 

第２７条 第７条第２項に定める自主事業に係る収入については、乙の収入とする。 
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（口座の管理及び経理の区分） 

第２８条 乙は、指定管理料及び各種事業による収入について、乙の他の口座とは別の口座で管

理するとともに、指定管理業務に係る経理とその他の業務に係る経理を区分して整理しなけれ

ばならない。 

２ 指定管理業務にかかる会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

 

第６章 リスク分担 

 

（リスク分担） 

第２９条 管理施設の改修、改造、新設又は移設（以下「改修等」という。）については、当該管

理施設において瑕疵が発生した時期が指定管理期間に存するか否かにかかわらず、第７条に定

める場合を含め、乙が自己の費用と責任において実施しなければならない。 

２ 乙は、管理施設の改修等を行おうとする場合には、あらかじめ甲と協議しなければならな

い。 

３ 前項により乙が改修等をした管理施設は、指定管理期間の満了又は指定の取消しに当たって

は、指定開始日を基準として原状に回復し、甲に返還しなければならない。ただし、改修等に

よる価値の増分については、甲がその除却を命じた場合を除き、甲に帰属するものとする。 

 

（物品類の使用及び帰属に関する事項） 

第３０条 甲は、乙に対し物品を、松田町財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例（昭和４

３年松田町条例第３２号）第７条の規定により無償で貸し付けるものとする。 

２ 物品の修繕又は更新若しくは指定管理業務に必要な新たな物品の購入に係る費用について

は、乙が負担するものとする。 

３ 指定管理業務の開始以降、指定管理料により乙が更新又は新たに購入した物品等について

は、甲に帰属するものとする。ただし、甲がその除却を命じた場合は、この限りではない。 

４ 乙は、物品の更新又は新たな物品の購入を行おうとする場合には、あらかじめ甲と協議しな

ければならない。 

５ 乙は、物品の使用に当たっては、善良な管理のもとに使用するとともに、故意又は過失によ

り物品をき損又は滅失した時は、甲との協議により誠実に対処しなければならない。乙は、必

要に応じて甲に対しこれを弁償又は自己の費用で当該物品と同等の機能及び価値を有する物品

を購入又は調達しなければならない。 

６ 乙は、指定の期間が満了、又は指定の取消しを受けた後は、物品を速やかに甲に返還し、又

は甲が指定する者に引き継ぐものとする。 

 

（物価及び金利変動によって発生した費用等の負担） 

第３１条 人件費、物品等の物価変動や金利変動に起因して乙に損失や増加費用が発生した場合

には、乙が負担するものとする。 
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（指定管理料の支払い遅延によって発生した費用等の負担） 

第３２条 甲からの指定管理料の支払い遅延に起因して乙に損害、損失や増加費用が発生した場

合には、乙はその内容や程度の詳細を記載した書面をもって甲に通知するものとする。 

２ 甲は、前項の通知を受け取った場合には、支払い遅延の原因を調査した上で乙と協議を行

い、支払い遅延の原因が乙の責めに帰すことのできない理由と判断された場合には、甲は遅延

日数に応じ、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）及び政府

契約の支払遅延に対する遅延利息の率を定める告示（昭和２４年大告９９１号）に定められた

遅延利息の率で計算した額を負担する。 

 

（不可抗力発生時の対応） 

第３３条 不可抗力が発生した場合には、乙は、不可抗力の影響を早期に除去すべく早急に対応

措置をとり、不可抗力により発生する損害、損失及び増加費用を最小限にするよう努力しなけ

ればならない。 

２ 乙が不可抗力の発生に起因して指定管理業務の一部を実施できなかった場合には、甲は、乙

との協議の上、乙が実施できなかった業務に関する費用を指定管理料から控除することができ

るものとする。 

３ 不可抗力の発生に起因して乙に損害、損失や増加費用が発生した場合には、乙は、その内容

や程度の詳細を記載した書面をもって甲に通知するものとする。 

４ 甲は、前項の通知を受け取った場合には、損害状況の確認を行った上で乙と協議を行い、不

可抗力の判定、指定管理業務の継続、費用負担等を決定するものとする。 

５ 不可抗力の発生に起因して乙に損害、損失や増加費用が発生した場合には、当該費用につい

ては合理性の認められる範囲内で甲が負担するものとする。なお、乙が付保した保険によりて

ん補された金額相当分については、甲の負担から控除するものとする。不可抗力により指定管

理業務の全部が実施できなくなった場合及び当該事由による指定手続等に関する条例第９条に

定める指定の取消しの場合も同様とする。 

６ 不可抗力の発生に起因して甲に損害、損失や増加費用が発生した場合には、当該費用につい

ては甲が負担するものとする。 

 

（法令等の変更によって発生した費用等の負担） 

第３４条 法令等の変更に起因して乙に損害、損失や増加費用が発生した場合には、乙は、その

内容の詳細を記載した書面をもって甲に通知しなければならない。 

２ 甲は、前項の通知を受け取った場合には、指定管理業務の変更の確認を行った上で乙と協議

を行い、指定管理業務に影響を及ぼすか否かの認定、指定管理業務の継続、費用負担等を決定

するものとする。 

３ 法令等の変更に起因して乙に損害、損失や増加費用が発生した場合には、当該費用について

は合理性の認められる範囲で甲が負担するものとする。法令等の変更により指定管理業務の全

部が実施できなくなった場合及び当該事由による指定手続等に関する条例第９条に定める指定

の取消しの場合も同様とする。 
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４ 法令等の変更に起因して甲に損害、損失や増加費用が発生した場合には、当該費用について

は甲が負担するものとする。 

 

（不可抗力等による一部の指定管理業務実施の免除） 

第３５条 第３３条第４項及び第３４条第２項の協議の結果、指定管理業務の一部の実施ができ

なくなったと認められた場合には、乙は影響を受ける範囲において本協定に定める義務を免れ

るものとする。 

 

（管理物件に対する損害賠償等） 

第３６条 乙は、故意又は過失により管理物件を損傷し、又は滅失した時は、それによって生じ

た損害を甲に賠償しなければならない。ただし、甲が特別の事情があると認めた時は、甲は、

その全部又は一部を免除することができるものとする。 

 

（第三者への賠償） 

第３７条 指定管理業務の実施において、乙の責めに帰すべき事由により第三者に損害が生じた

場合には、乙はその損害を賠償しなければならない。ただし、甲の責めに帰すべき事由又は甲

乙双方の責めに帰すことができない事由により第三者に損害が生じた場合には、甲はその損害

を賠償しなければならない。 

２ 乙の責めに帰すべき事由により発生した損害について甲が第三者に対して当該損害につき賠

償した場合には、乙は、甲からの請求にしたがって直ちに当該賠償額を甲に対して支払うもの

とする。 

 

第７章 モニタリング 

 

（指定管理業務の実施状況の確認） 

第３８条 甲は、乙が行う指定管理業務の実施状況を把握し、良好な管理状況を確保するため

に、随時管理施設へ立ち入り、指定管理業務の実施状況を確認し、又は関係書類の提出を求め

ることができる。 

２ 前項に定める指定管理業務の実施状況の確認に係る報告書等の作成費用は、原則として乙の

負担とする。 

 

（経営会議） 

第３９条 乙は、原則、毎月、指定管理業務の実施状況及び事業計画等に係る経営会議（以下

「経営会議」という。）を開催しなければならない。ただし、前条に定める実施状況の確認の結

果、甲が必要と判断した場合は、随時開催しなければならない。 

２ 前項に定める経営会議には甲も出席するものとする。 
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（改善勧告） 

第４０条 乙の指定管理業務が第１１条第４項に定める要望事項又は仕様書に定める要件を満た

していない場合には、甲は乙に指定管理業務の改善に必要な措置をとることを勧告することが

できる。 

２ 乙は、前項に定める勧告を受けた時は、甲と協議の上、業務の改善目標、改善方法及び改善

期日を記した計画書を作成し、甲の承認を得て、速やかにその達成に努めなければならない。 

 

（改善命令） 

第４１条 甲は、前条に定める改善勧告を行った場合で、同条第２項に定める改善期日の後に調

査した結果、指定管理業務の改善が行われなかったと判断した場合には、改めて改善期日を定

めて乙に対し業務の改善を命じる（以下「改善命令」という。）ことができる。 

 

 

（指定の取消し又は停止） 

第４２条 甲は、前条に定める改善命令を行った場合で、同条に定める改善期日の後に調査した

結果、指定管理業務の改善が行われていないと判断した場合には、指定の取消し又は期間を定

めて指定管理業務の全部若しくは一部の停止又は解除を命じることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲は、乙の指定管理業務の実施状況等が指定手続等に関する条例

第９条に規定された指定の取消し事由に該当すると認める時は、指定の取消し又は期間を定め

て指定管理業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができるものとする。 

３ 甲は、指定の取消又は期間を定めて指定管理業務の全部若しくは一部の停止を命じようとす

る際には、行政手続条例第３章に定める手続きによるものとする。 

４ 乙は、指定管理業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場合には、甲に対し

て、速やかに報告しなければならない。この場合に、乙は、指定の取消し又は期間を定めて指

定管理業務の全部若しくは一部の停止を、甲に対して申し出ることができる。甲は、当該申し

出に対して誠実に対応するものとする。 

 

（指定の取消し又は停止に伴う損害賠償） 

第４３条 前条第１項又は第２項の規定により甲が指定の取消し又は期間を定めて指定管理業務

の全部若しくは一部の停止を命じ、又は乙の責めに帰すべき事由により指定管理業務の全部若

しくは一部が履行されず、甲に損害が生じた場合には、乙は甲に生じた損害を賠償しなければ

ならない。 

２ 前項に定める場合において、乙に生じる損害、損失及び増加費用については、甲はその賠償

の責めを負わないものとする。 

 

（指定管理料の返還） 

第４４条 乙は、前条の規定により、指定の取消し又は期間を定めて指定管理業務の全部若しく

は一部の停止を命じられた場合において、指定管理業務の該当部分に関してすでに指定管理料
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が交付されている時は、甲が指定する期日までに当該部分に関して、すでに支払われた指定管

理料として甲が計算して定める金額を返還しなければならない。 

 

（町に対する苦情及び意見等への対応） 

第４５条 甲は、利用者から直接苦情を受け付けた場合には、当該苦情への対応について、乙に

対して必要な指導をし、又は協議を申し出ることができる。 

２ 乙は、前項の指導又は協議の申し出を受けた場合には誠実に対応しなければならない。 

３ 甲は、指定管理業務のサービス水準向上を目的として、甲が受け付けた苦情を基に仕様書又

は事業計画等の改善について、乙に協議を申し出ることができる。 

４ 乙は、前項の協議に誠実に対応しなければならない。 

 

（事業報告書の提出） 

第４６条 乙は、会計年度の終了後６０日以内に、指定管理業務の実績を記載した事業報告書を

甲に提出しなければならない。 

２ 甲は、前項の事業報告書を評価した上で、その内容に疑義がある場合には、乙の説明を求め

ることができる。 

３ 甲は、前項の説明に合理性が認められない場合には、乙の財務運営について指導及び助言を

行うことができる。ただし、甲は当該指導及び助言を理由として、乙の財務運営について何ら

責任を負担するものではない。 

４ 乙は、前項の指導及び助言を受けた場合には誠実に対応しなければならない。 

５ 第１項の事業報告書の作成費用は、乙の負担とする。 

６ 事業報告書の詳細は、年度協定に定めるものとする。 

 

（帳簿類等の提出要求） 

第４７条 甲は、監査委員等が甲の事務を監査するために必要があると認める場合には、乙に対

して帳簿書類その他の記録の提出及び当該監査への関係者の出席を求めることができる。 

 

第８章 その他 

 

（減免の措置） 

第４８条 乙は、仕様書に定めるところにより、利用料金を減額又は免除することができる。 

 

（利用料金の引継ぎ） 

第４９条 指定管理者に指定された最終年度において、管理施設を利用する人及び団体が、翌年

度の利用にかかる利用料金を前納した場合に、乙は、指定管理完了の期日後３０日以内に、関

係書類を添えて当該収納額を甲に納付しなければならない。 
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（原状回復義務） 

第５０条 乙は、本協定の終了までに、指定開始日を基準として管理物件を原状に回復し、甲に

対して管理物件を返還しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲が認めた場合には、乙は管理物件の原状回復は行わずに、別途

甲が定める状態で甲に対して管理物件を引き渡すことができるものとする。 

３ 前項の規定は、第４２条の規定により本協定が終了した場合に、これを準用する。ただし、

甲と乙とが合意した場合はその限りではない。 

 

（年度協定） 

第５１条 本協定に定めるものの他、年度ごとに定める必要がある事項については、別途締結す

る年度協定に定めるものとする。 

 

（権利及び義務の譲渡の禁止） 

第５２条 乙は、本協定により生じる一切の権利及び義務を第三者に譲渡し、又は継承させては

ならない。ただし、甲が認めた場合においてはこの限りではない。 

 

（利用者への周知） 

第５３条 乙は、自らの名称と連絡先、甲の所管課名を管理施設内に表示し、又はパンフレット

等に明記しなければならない。 

 

（請求、通知等の様式その他） 

第５４条 本協定に関する甲乙間の請求、通知、申し出、報告、承諾及び解除は、この協定に特

別の定めがある場合を除き、書面により行わなければならない。 

２ 本協定の履行に関して、甲乙間で用いる言語は、日本語とする。 

３ 本協定の履行に関して、甲乙間で用いる計量単位は、本協定に特別の定めがある場合を除

き、計量法（平成４年法律第５１号）の定めるところによる。 

 

（協定の変更） 

第５５条 指定管理業務の履行に当たり、指定管理業務の前提条件若しくは内容に変更が生じた

時、又は特別な事情が生じた時は、甲乙協議の上、本協定の規定を変更することができるもの

とする。 

 

（指定管理業務に係る責任の所在） 

第５６条 甲が本協定に基づき書類の受領、通知若しくは立会いを行い、又は説明若しくは報告

を求めたことをもって、乙の責任において行うべき指定管理業務の全部又は一部について甲が

責任を負担するものと解釈してはならない。 
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（疑義についての協議） 

第５７条 本協定の各条項等の解釈について疑義を生じた時、又は本協定に特別の定めがない事

項については、地方自治法及び松田町例規に基づくほか、甲、乙協議の上、これを定めるもの

とする。 

 

（管轄裁判所） 

第５８条 本協定に定める指定管理業務について甲及び乙の間で争いが生じた時は、横浜地方裁

判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 

 

 本協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲乙がそれぞれ記名押印の上、各１通を保

有する。 

 

 

 令和６年 ３月２７日 

 

 

 

             甲  神奈川県足柄上郡松田町松田惣領２０３７番地 

                松田町長  本 山 博 幸 

 

 

             乙   



 

 

 

 

松田町寄自然休養村管理センター 

管理運営業務仕様書 
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松田町寄自然休養村管理センター管理運営業務仕様書 

 

松田町寄自然休養村管理センターの指定管理者が行う業務の内容及びその範囲は、この仕様書

によるものとする。 

 

Ⅰ 基本的事項 

 １ 業務目的 

本業務は、松田町寄自然休養村事業を総合的に推進するとともに、観光農業の促進を図り

健全な休養と研修の場所を提供し、円滑な運営及び施設の適切な維持管理を行うことを目的

とする。 

 

 ２ 管理運営の基本的な考え方 

   円滑な運営及び適切な維持管理は、法令や条例等を遵守するとともに、あわせて次の事項

を遵守すること。 

  （１）施設設置の趣旨に則した管理運営を行うため最大の努力を行うこと。 

  （２）町民活動を支援・助長する公共施設としての運営を行うこと。 

  （３）利用者の意見や要望を反映させるなど、利用者本位の運営を行うこと。 

   （４）効率的な運営を行うとともに、環境負荷の低減と施設の保全に努め、運営費の縮減に

努めること。 

  （５）松田町個人情報保護条例に基づき、個人情報の保護を徹底すること。 

  （６）災害時、緊急時に備えた危機管理を徹底すること。 

 

３ 対象施設 

松田町寄自然休養村管理センター （足柄上郡松田町寄３４１５番地） 

 

 ４ 休館日及び利用時間 

   利用者の要望に応えるため休館日や開館時間を変更する必要がある場合には、町と協議す

るものとする。 

  （１）休館日 

    １ 毎週月曜日午後及び火曜日ただし、国民の休日を除く 

    ２ 休日の翌日 

    ３ 12月 28日から翌年 1月 3日まで 

  （２）利用時間 

     １ 集会等の利用時間  午前 9時から午後 9時まで 

     ２ 宿泊の利用時間   午後 3時から翌日午前 10時まで 
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 ５ 指定期間 

   平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで（５年間） 

 

 ６ 法令等の遵守 

   松田町寄自然休養村管理センターの管理運営にあたっては、本仕様書のほか、関連法令等 

を遵守し、適正な管理を行わなければならない。 

 

 ７ 職員配置 

   管理運営業務を実施するため、経験者等、適正な職員を配置すること。 

  （１）設備等の保守管理及び施設内外の清掃等、各種業務における責任体制を確立するこ

と。 

  （２）職員の勤務体制は、施設の管理運営に支障がないように配慮するとともに、利用者の 

要望に応えられるものとすること。 

  （３）職員の資質を高めるため、研修を実施するとともに施設の管理運営に必要な知識と技 

術の習得に努めること。 

 

 ８ 危機管理対応 

（１）自然災害、人為災害、事故及び自らが原因者・発生源になった場合等のあらゆる緊急事

態、非常事態、不測の事態には、遅滞なく適切な措置を講じたうえ、町をはじめ関係機関

に通報すること。 

   ① 火災、事故等の緊急時における利用者に対する避難誘導及び関係機関への通報を行う

こと。 

   ② その他利用者に対する対応に万全を期すること。 

 （２）予防対策 

   ① 危機管理体制を築くとともに、対応マニュアルを作成し、災害時の対応について随時

訓練を行うこと。 

   ② 消防署から指摘があった場合は、直ちに改善すること。 

 

 ９ 個人情報の保護と情報公開 

 （１）業務上知り得た個人情報については、松田町個人情報保護条例（平成 14 年 12 月松田

町条例第 24 号）により適正な取扱いをしなければならない。 

 （２）利用者が利用する公共施設の管理であることを認識し、松田町情報公開条例（平成 13

年９月松田町条例第 13 号）により、その管理運営についての透明性を高めるよう努める

こと。 

 

１０ 物品の帰属 

 （１）松田町寄自然休養村管理センターの物品とは、管理開始時に引き継ぐ物品等すべてのこ

とをいう。 

 （２）町は松田町寄自然休養村管理センターの物品を無償で指定管理者に貸与する。 
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 （３）指定管理者は、指定期間中、前記物品を常に良好な状態に保たなければならない。 

（４）指定管理者が委託料の収入で購入した物品のうち、次のものは町の所有となる。ただ

し、これにより難い場合には、あらかじめ指定管理者は町の承認を得なければならない。 

    ①消耗品 

消耗品は、現に使用中の消耗品については町に引き継ぐものとするが、それ以外の

ものは、指定管理者の所有物とする。 

②備品 

指定管理者が委託料の収入で購入した備品は、原則として町の所有物とする。この

ため、指定管理者の所有備品として購入するものについては、あらかじめ町と協議の

上、購入するものとする。 

     (ｱ)町の所有となる備品の例 

      ・指定管理者が町から引き継いだ備品を更新するために購入する備品 

      ・上記以外のもので、指定管理者が、もっぱら利用者の利便性向上のため購入する

備品（施設の付帯備品となる机・いす、案内板、照明器具、ロッカーなど） 

     (ｲ)指定管理者の所有となる備品の例 

・施設で使用する金庫、書庫などのほか町と事前協議の上、指定管理者の備品と決

したもの 

 

１１ 賠償責任と保険の加入 

 （１）賠償責任 

松田町寄自然休養村管理センターの管理運営を行うにあたり、指定管理者の行為が原因

で利用者に損害を与えた場合は、国家賠償法第１条の規定により、施設の設置者である町

が賠償責任を負う。ただし、町は、町が負ったその賠償について指定管理者に対して請求

を行うことができる。 

 （２）保険の加入 

建物共済は、所有者である町が全国自治協会建物災害共済に加入するものとする。指定

管理者は、町が加入している「全国町村会総合賠償保障保険」の補償額以上の保険に加入

すること。 

 

１２ 利用料金の減免 

指定管理者が利用料金を減額又は免除することができる場合は、次の各号のとおりとす

る。 

   （１）町主催の行事に使用するとき。 

   （２）自然休養村関係の会議を開催するとき。 

   （３）その他町長が公益上必要と認めたとき。 

 

１３ 管理運営に係る経費等 

（１）指定管理者が松田町寄自然休養村管理センターの管理運営を行うために要する経費

は、町からの指定管理委託料のほか利用料金等による収入を充てるものとする。 
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（２）指定管理委託料は、下記に掲げる額の範囲内とする。 

平成３０年度（平成３０年４月～平成３１年３月） ６５１千円 以内 

平成３１年度（平成３１年４月～平成３２年３月） ６０１千円 以内 

平成３２年度（平成３２年４月～平成３３年３月） ５５１千円 以内 

平成３３年度（平成３３年４月～平成３４年３月） ５０１千円 以内 

平成３４年度（平成３４年４月～平成３５年３月） ４５１千円 以内 

（３）施設の修繕について、軽修繕（１件あたり３万円を目途）では対応が難しい事案に

ついては、毎年度、町と対応を協議すること。 

（４）指定管理業務に関する経費及び収入は、本業務にかかる専用口座で管理し、会計経

理は他の業務に係るものと区分するものとする。 

（５）指定管理業務に関する会計年度は、毎年４月１日から翌年の３月３１日までの期間

とする。 

 

１４ リスク分担 

指定管理期間中におけるリスク分担については、下記負担区分を前提とし、指定管理者は、

負担区分に十分に対応できる保険に加入すること。 

項 目 松田町 指定管理者 

安全衛生管理   〇 

事故、火災等による施設の損傷 その他 責めに帰する場合 

事故、火災等による利用者への責任 その他 責めに帰する場合 

包括的管理責任 〇   

食品衛生法、防災等の法令、その他条例等に基づき、適正に施設の管理運営を行うこと。 

万が一、食中毒等の事故が発生した場合や、販売上のトラブルが発生した場合は、上記リ

スク負担区分に則り、指定管理者が責任をもって処理するとともに、町に報告すること。 

 

１５ 環境への配慮 

（１）環境に配慮した商品やサービスの購入の推進及び廃棄物の適正処理 

（２）電気、燃料等のエネルギー使用量の削減 

（３）タバコやゴミのポイ捨て等に対する厳粛な対応 

 

１６ 事業報告書の提出 

   指定管理者は、毎年度終了後、自主事業の状況、利用状況、管理運営状況、利用料金等の 

収入状況、管理運営に要した経費等の収支状況などを記載した事業報告書を町に提出するほ 

か、管理運営の状況について、町が指定した方法により定期的に報告しなければならない。 

 

１７ 業務の再委託の禁止 

   指定管理者は、清掃や設備の保守点検等のような個別の具体的業務を町と協議のうえ第三 

者に委託することは差し支えないが、松田町寄自然休養村管理センターの事業及び管理運営 
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業務のすべてを第三者に委託することはできない。 

 

１８ 指定管理者に対する監督・監査 

  （１）町は、指定管理者が管理する松田町寄自然休養村管理センターの適正な運営を期する

ため、指定管理者に対して、当該業務内容又は経理の状況に関し報告を求め、実態につ

いて調査し、又は必要な指示をすることができる。 

  （２）町は、指定管理者が町の指示に従わないとき、又はその他当該指定管理者による管理

を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて

指定管理業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。 

  （３）町又は監査委員が必要と認めるときは、指定管理者が行う松田町寄自然休養村管理セ

ンター管理運営業務に係る出納関連の事務について監査を行うことができる。 

 

１９ その他 

（１）この仕様書に規定するもののほか、記載のない事項については、その都度町と協議す

ること。 

（２）その他契約に関する詳細事項については、基本協定で定めることとする。 

 

Ⅱ 管理業務 

 １ 施設の利用 

  （１）施設の利用許可 

     指定管理者は、施設の利用許可権限を有することになる。許可に際しては、利用内容

が公共施設の目的に沿ったものであることを確認するとともに、平等な利用を図らなけ 

ればならない。 

     なお、施設の利用に係る具体的な事務は次のとおり。 

     ① 利用受付の管理、調整 

     ② 予約の受付 

     ③ 利用申請書の受理、許可書の発行等 

     ④ 利用料金の徴収、減免の決定等 

     ⑤ 利用者への使用上の注意説明と準備、片付けの説明 

  （２）利用者への対応 

     利用者本位の運営を行い、親切丁寧な対応を心がけ常にサービスの向上に努めること。 

     ① 窓口対応、館内案内 

     ② 施設の利用受付 

     ③ 各種問合せへの対応 

     ④ 負傷者、急病人の対応 

  （３）トラブルへの対応 

     ① 要望や苦情、トラブル等は、迅速、適切に処理すること。 

     ② 指定管理者への要望、苦情等で重要なものは、速やかに町に報告すること。 
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２ 施設の管理等 

敷地内外に存する全ての施設設備の維持管理及び保全を行うとともに、効率的な運営を図

り環境負荷を低減させること。 

  （１）センターが保有している諸設備全般の保守管理 

      例：建屋、電気、給水、消防、警備、自動ドア、空調等 

   （２）屋外の構築物や諸設備の保守管理 

      例：駐車場、外溝、植栽、街灯、除雪作業等 

   （３）施設内外の清掃 

 

３ その他 

   （１）道路案内や問合せに対応できる知識の習得 

   （２）備品台帳の整備と所在の確認 

   （３）施設設備の大規模な修繕及び改修についての提案 

   （４）類似公共施設のポスターの掲示及びチラシ配布等、ＰＲの相互協力 

   （５）町への各種報告書類を含め、必要な統計基礎資料の作成 

 

４ 利用料金 

条例に定めるところによる。 

ただし、宿泊料金については、平成３０年４月１日より下表に定める額（税別）を上限と

した範囲内において、指定管理者があらかじめ町長に承認を得て定めることとする。 

（１）会議・休憩料金 

 

 

 

                

 

（２）宿泊料金 

区 分 室 料 宿    泊 

宿泊料 １室 ４，０００円 宿泊者１名につき  ２，５００円 

   

  （３）施設使用料 

   

 

 

 

 

    時間区分 

使用区分 
９：００～２１：００ 

研修室 和室 10 畳 １室３時間まで１，５００円 以後１時間につき５００円 

会議室 洋室 １室３時間まで２，１００円 以後１時間につき７００円 

施設名 区 分 利 用 料 金 

食堂施設 １ヶ月 ３６，０００円 
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松田町寄みやま運動広場の管理に関する基本協定書 

 

 松田町（以下「甲」という。）と有限会社みやまの里（以下「乙」という。）とは、松田町の公

の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年松田町条例第１５号。以下「指定手

続等に関する条例」という。）第７条の規定により、松田町寄みやま運動広場（以下「運動広場」

という。）の指定管理業務について、次のとおり基本協定を締結する。 

 

第１章 総則 

 

（協定の目的） 

第１条 本協定は、運動広場の指定管理業務（以下「指定管理業務」という。）について、基本的

な事項を定めることを目的とするものであり、詳細事項については、別添松田町寄みやま運動

広場管理運営業務仕様書（以下「仕様書」という。）に定めるとおりとする。 

 

（指定管理業務の目的及び趣旨） 

第２条 運動広場は、松田町寄みやま運動広場事業を総合的に推進するとともに、健康増進と、

観光等で都市から訪れる人々と地域住民との交流活性化を図り、健全な休養と研修の場所を提

供することを目的とする。 

２ 乙は、前項に定める運動広場の設置目的、指定管理者の指定の意義及び指定管理者が行う指

定管理業務の実施に当たって求められる公平性を十分に理解し、その趣旨を尊重するものとす

る。 

３ 甲は、指定管理業務が利益の創出を基本とする民間事業者等によって実施されることを、十

分に理解し、その趣旨を尊重しなければならない。 

 

（信義誠実の原則） 

第３条 甲及び乙は、互いに協力し信義を重んじ、本協定を誠実に履行しなければならない。 

 

（用語の定義） 

第４条 本協定で用いる用語の定義は、次の各号のとおりとする。 

（１） 「指定開始日」とは、令和５年松田町告示第１０３号において告示した指定期間の開始

日のことをいう。 

（２） 「指定管理料」とは、甲が乙に対して支払う指定管理業務の実施に関する対価のことを

いう。 

（３） 「年度協定」とは、本協定に基づき、甲と乙が指定期間中に毎年度締結する協定のこと

をいう。 

（４） 「不可抗力」とは、天災（地震、落雷、暴風雨、洪水、異常降雨、土砂崩壊等）、人災

（戦争、テロ、暴動等）及びその他甲並びに乙の責めに帰すことのできない事由をいう。

なお、管理施設の利用者数の増減、管理施設及び物品の自然損耗及び経年劣化等は、不可
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抗力に含まないものとする。 

（５） 「制度等の変更」とは、法令等（すべての法律、法規、条例及び正規の手続きを経て公

布された行政機関の規定をいう。）の変更、税制度の変更のうち指定管理業務の実施に関し

て影響を与える変更のことをいう。 

（６） 「法令等の変更による指定管理業務の変更」とは、法令等の変更により、指定管理業務

の継続に支障が生じた場合に、指定管理業務の内容等を変更することをいう。 

（７） 「会計年度」とは、毎年４月１日より翌年３月３１日までのことをいう。 

 

（管理物件） 

第５条 指定管理業務の対象となる物件（以下「管理物件」という。）は、管理施設と物品からな

る。 

２ 管理物件は、令和６年４月１日の状態を原状とし、乙はこれを下回ることがないよう、善良

なる管理者の注意をもって管理しなければならない。 

 

（協定期間） 

第６条 本協定の効力は、協定締結日から指定期間の満了日である令和１１年３月３１日までと

する。ただし、第１３条第２項、第１６条、第１７条、第１８条、第２９条、第３０条、第３

６条、第３７条、第４２条及び第４９条に基づき、乙が負担する義務は指定の期間が満了、又

は指定の取消しを受けた後も存続するものとする。 

 

第２章 業務範囲 

 

（指定管理業務の内容等） 

第７条 乙が行う指定管理業務の内容は、松田町寄みやま運動広場の設置及び管理に関する条例

（昭和６１年松田町条例第１０号。以下「設置及び管理に関する条例」という。）第３条に基づ

き、仕様書に定めるところによる。 

２ 前項の定めに関わらず、乙は、管理施設の利用者の利便性の向上又は管理施設の利用促進を

目的として自ら提案して行う事業（以下「自主事業」という。）を実施することができる。 

３ 前項に定める自主事業を行うに当たっては、乙が自己の費用と責任において実施しなければ

ならない。 

 

（甲が行う業務の範囲） 

第８条 次の業務については、甲が自らの責任と費用において実施しなければならない。 

（１） １件３万円を超える管理物件の修繕（ただし、乙の提案に基づく改修等は除く。） 

 

（指定管理業務の内容及び仕様書の変更） 

第９条 甲又は乙は、必要と認める場合には、相手方に対する通知をもって、仕様書に定めた指

定管理業務の内容の変更を求めることができる。 
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２ 甲又は乙は、前項の通知を受けた場合は、協議に応じなければならない。 

３ 指定管理業務の範囲若しくは実施条件の変更又はそれらに伴う事業計画等若しくは指定管理

料の変更については、前項の協議において決定するものとする。 

 

（事業計画書の提出） 

第１０条 乙は、第７条の指定管理業務を行うに当たっては、毎年度、次の各号に掲げる計画を

策定しなければならない。 

（１） 事業計画 

（２） 人員配置計画 

（３） 収支計画 

（４） その他町長が定める事項 

２ 乙は、前項に定める計画をその前年度の１０月末日までに作成し、甲に提出しなければなら

ない。ただし、平成３０年度については、平成３０年３月末日までに提出しなければならな

い。甲及び乙は、その計画について協議を行い、当該年度の年度協定書に定めるものとする。 

３ 甲及び乙は、第１項に定める計画を変更しようとする時は、甲と乙との協議により決定する

ものとする。 

 

第３章 指定管理業務の実施 

 

（指定管理業務の実施） 

第１１条 乙は、運動広場の指定管理業務を行うに当たり、設置及び管理に関する条例及び松田

町寄みやま運動広場の管理運営に関する規則その他関係法令、その他行政機関が定めた計画、

指針、要綱、通知等を遵守するとともに、善良な管理者の注意をもって、誠実かつ公正に履行

しなければならない。 

２ 乙は、本協定、年度協定、設置及び管理に関する条例及び関係法令等に従って指定管理業務

を実施しなければならない。 

３ 本協定、年度協定の間に矛盾又は齟齬がある場合は、本協定、年度協定の順にその解釈が優

先されるものとする。 

４ 乙は、指定管理業務を実施するに当たり、選定委員会により付された次の各号に掲げる要望

事項を満たさなければならない。 

（１） 改めて５年間の指定管理期間を設定する中で、収支計画で示された増収を達成し、着実

な経営に努めること。 

（２） 新たな試みとしてのスポーツツーリズムとの連携、寄地域内の他施設との連携を積極的

に行い、顧客満足度の向上及び収入増加に資する取組を実施すること。 

（３） 地域の核となる施設として、地産食材の販売・提供など、町の取り組む事業・地域との

連携を実施すること。 

５ 乙は、その他、本協定の締結に当たり、甲、乙協議の結果、取り交わした事項についても遵

守しなければならない。 
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（業務の引継ぎ） 

第１２条 乙は、本協定の終了に際し、甲又は甲が指定する者に対し、指定管理業務の引継ぎ等

を行わなければならない。 

２ 甲は、必要と認める場合には、本協定の終了に先立ち、乙に対して甲又は甲が指定する者に

よる管理施設の視察を申し出ることができるものとする。 

３ 乙は、前項の申し出を受けた場合には、合理的な理由のある場合を除いて、その申し出に応

じなければならない。 

 

（指定管理業務の一括委託の禁止） 

第１３条 乙は、指定管理業務を一括して第三者に対して委託してはならない。ただし、指定管

理業務の一部についてあらかじめ甲の承認を得た場合はこの限りではない。 

２ 乙が指定管理業務の一部を第三者に委託する場合には、すべて乙の責任及び費用において行

うものとし、指定管理業務に関して乙が委託する第三者の責めに帰すべき事由により生じた損

害及び増加費用については、すべて乙の責めに帰すべき事由により生じた損害及び増加費用と

みなし、乙が負担しなければならない。 

 

（事故、災害等への対応） 

第１４条 乙は、指定管理業務の実施に関連して事故、災害等の緊急事態が発生した場合には、

速やかに必要な措置を講じるとともに、次の各号に掲げる事項については、その内容につい

て、あらかじめ定められた連絡先に対して直ちに緊急事態の内容を報告しなければならない。 

（１） 利用者の生命及び財産に重大な影響を及ぼす事案が発生した場合 

（２） 管理物件に重大な損害を及ぼす事案が発生した場合 

（３） 管理物件が原因となって、近隣住民の生命及び財産に重大な影響を及ぼす事案が発生し

た場合 

（４） 管理物件の維持及び管理上、関係行政機関との調整が必要な事案が発生した場合 

 

（苦情への対応） 

第１５条 乙は、管理施設の利用者等から苦情を受けた場合には、速やかに必要な措置を講じ、

甲に対して苦情内容を速やかに報告しなければならない。 

２ 苦情を受けた場合には、乙は甲と協力しその原因調査に当たるとともに、再発防止策を講じ

なければならない。 

 

（文書の管理及び保存） 

第１６条 乙は、給与等の支払いに関する書類や領収書など、指定管理業務に伴い作成し、又は

受領した文書等について、松田町行政文書管理規程（平成１３年松田町訓令第１号）に準拠し

て、適正に管理及び保存することとし、指定の期間が満了し、又は指定の取消しを受けた後に

甲の指示に従って引き渡すものとする。 
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（守秘義務に関する事項） 

第１７条 乙又は指定管理業務の一部に従事するものは、指定管理業務を行うに当たり、業務上

知り得た内容を第三者に漏らしてはならない。指定の期間が満了し、又は指定の取消しを受け

た後も同様とする。 

２ 前項の規定は、乙の従業員及び乙が再委託を行う者にも及ぶものとする。 

 

（個人情報の保護） 

第１８条 乙は、指定管理業務を行うに当たり、個人情報を取り扱う場合は、知り得た個人情報

の内容をみだりに他に漏らしてはならない。この指定の期間が満了し、又は指定の取消しを受

けた後においても同様とする。 

２ 乙は、指定管理業務を行うに当たり、個人情報を取り扱う場合は、松田町個人情報の保護に

関する法律施行条例（令和４年松田町条例第１９号）、 個人情報の保護に関する法律 （平成１

５年法律第５７号）及び関係法令に従うほか、甲の指示を受けて適切に取り扱うものとする。 

３ 乙は、指定管理業務を行うに当たり個人情報を収集する時は、本協定の目的を達成するため

に必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

４ 乙は、指定管理業務を行うに当たり収集、作成した個人情報を、甲の指示又は承諾を得るこ

となしに本協定の目的以外に使用し、又は第三者に提供してはならない。 

５ 乙は、甲が承諾した場合を除き、個人情報の処理は自ら行い、第三者にその処理を委託して

はならない。 

６ 乙は、甲が承諾した場合を除き、指定管理業務を行うに当たり、甲から提供された個人情報

が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

７ 乙は、個人情報の取扱いの状況について、甲が随時の調査を実施する場合には協力しなけれ

ばならない。 

８ 前項の調査の結果、甲は、個人情報の取扱いが不適正と認められる時は、必要な勧告を行う

ことができる。この場合、乙は、甲の勧告に誠実に従うものとする。 

９ 乙は、指定管理業務を行うに当たり、甲から提供を受け、又は自らが取得し、若しくは作成

した個人情報が記録された資料等を、この指定の期間が満了し、又は指定の取消しを受けた後

直ちに甲に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示した時は、その指示に従

うものとする。 

 

（情報公開） 

第１９条 乙は、指定管理業務を行うに当たり作成し、又は取得した文書であって、乙が管理し

ているものの公開については、松田町情報公開条例（平成１３年松田町条例第１３号）により

行うものとする。 

 

第４章 管理施設の利用者等 
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（利用に関する具体的基準） 

第２０条 乙は、松田町行政手続条例（平成９年松田町条例第１３号。以下「行政手続条例」と

いう。）第５条に定める審査基準、第６条に定める標準処理期間及び第１２条に定める処分の基

準（以下「審査基準等」という。）を定める時は、あらかじめ甲の承認を得るものとする。審査

基準等を変更する場合も同様とする。 

 

（不利益処分の手続き） 

第２１条 乙は、行政手続条例第３章第２節及び第３節に定める聴聞及び弁明の機会の付与に関

する手続きについては、松田町聴聞及び弁明の機会の付与に関する規則（平成６年松田町規則

第１７号）の規定に準じて行うものとする。 

 

（聴聞関係資料の写しの交付） 

第２２条 乙は、松田町個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年松田町条例第１９号）

第４条第２項に定める写しの交付については、同条の規定に準じて行うものとする。 

 

（利用者等に対する指導） 

第２３条 乙は、管理施設の利用者等に対する指導については、行政手続条例第４章の規定に準

じて行わなければならない。 

 

第５章 指定管理者の収入 

 

（利用料金） 

第２４条 管理施設の利用者が納付する利用料金は、乙の収入とする。 

 

（利用料金の額の決定） 

第２５条 管理施設の利用料金については、設置及び管理に関する条例に定める額を上限とした

範囲内において、乙はあらかじめ町長の承認を得た上で、別に定めるものとする。 

 

（指定管理料の支払い方法等） 

第２６条 指定管理料の額は、甲の歳出予算の範囲内で、別途締結する年度協定に定めるものと

する。 

２ 指定管理料の支出の方法及び精算については、年度協定において定めるものとする。 

 

（自主事業に係る収入） 

第２７条 第７条第２項に定める自主事業に係る収入については、乙の収入とする。 

 

（口座の管理及び経理の区分） 

第２８条 乙は、指定管理料及び各種事業による収入について、乙の他の口座とは別の口座で管
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理するとともに、指定管理業務に係る経理とその他の業務に係る経理を区分して整理しなけれ

ばならない。 

２ 指定管理業務にかかる会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

 

第６章 リスク分担 

 

（リスク分担） 

第２９条 管理施設の改修、改造、新設又は移設（以下「改修等」という。）については、当該管

理施設において瑕疵が発生した時期が指定管理期間に存するか否かにかかわらず、第７条に定

める場合を含め、乙が自己の費用と責任において実施しなければならない。 

２ 乙は、管理施設の改修等を行おうとする場合には、あらかじめ甲と協議しなければならな

い。 

３ 前項により乙が改修等をした管理施設は、指定管理期間の満了又は指定の取消しに当たって

は、指定開始日を基準として原状に回復し、甲に返還しなければならない。ただし、改修等に

よる価値の増分については、甲がその除却を命じた場合を除き、甲に帰属するものとする。 

 

（物品類の使用及び帰属に関する事項） 

第３０条 甲は、乙に対し物品を、松田町財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例（昭和４

３年松田町条例第３２号）第７条の規定により無償で貸し付けるものとする。 

２ 物品の修繕又は更新若しくは指定管理業務に必要な新たな物品の購入に係る費用について

は、乙が負担するものとする。 

３ 指定管理業務の開始以降、指定管理料により乙が更新又は新たに購入した物品等について

は、甲に帰属するものとする。ただし、甲がその除却を命じた場合は、この限りではない。 

４ 乙は、物品の更新又は新たな物品の購入を行おうとする場合には、あらかじめ甲と協議しな

ければならない。 

５ 乙は、物品の使用に当たっては、善良な管理のもとに使用するとともに、故意又は過失によ

り物品をき損又は滅失した時は、甲との協議により誠実に対処しなければならない。乙は、必

要に応じて甲に対しこれを弁償又は自己の費用で当該物品と同等の機能及び価値を有する物品

を購入又は調達しなければならない。 

６ 乙は、指定の期間が満了、又は指定の取消しを受けた後は、物品を速やかに甲に返還し、又

は甲が指定する者に引き継ぐものとする。 

 

（物価及び金利変動によって発生した費用等の負担） 

第３１条 人件費、物品等の物価変動や金利変動に起因して乙に損失や増加費用が発生した場合

には、乙が負担するものとする。 

 

（指定管理料の支払い遅延によって発生した費用等の負担） 

第３２条 甲からの指定管理料の支払い遅延に起因して乙に損害、損失や増加費用が発生した場
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合には、乙はその内容や程度の詳細を記載した書面をもって甲に通知するものとする。 

２ 甲は、前項の通知を受け取った場合には、支払い遅延の原因を調査した上で乙と協議を行

い、支払い遅延の原因が乙の責めに帰すことのできない理由と判断された場合には、甲は遅延

日数に応じ、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）及び政府

契約の支払遅延に対する遅延利息の率を定める告示（昭和２４年大告９９１号）に定められた

遅延利息の率で計算した額を負担する。 

 

（不可抗力発生時の対応） 

第３３条 不可抗力が発生した場合には、乙は、不可抗力の影響を早期に除去すべく早急に対応

措置をとり、不可抗力により発生する損害、損失及び増加費用を最小限にするよう努力しなけ

ればならない。 

２ 乙が不可抗力の発生に起因して指定管理業務の一部を実施できなかった場合には、甲は、乙

との協議の上、乙が実施できなかった業務に関する費用を指定管理料から控除することができ

るものとする。 

３ 不可抗力の発生に起因して乙に損害、損失や増加費用が発生した場合には、乙は、その内容

や程度の詳細を記載した書面をもって甲に通知するものとする。 

４ 甲は、前項の通知を受け取った場合には、損害状況の確認を行った上で乙と協議を行い、不

可抗力の判定、指定管理業務の継続、費用負担等を決定するものとする。 

５ 不可抗力の発生に起因して乙に損害、損失や増加費用が発生した場合には、当該費用につい

ては合理性の認められる範囲内で甲が負担するものとする。なお、乙が付保した保険によりて

ん補された金額相当分については、甲の負担から控除するものとする。不可抗力により指定管

理業務の全部が実施できなくなった場合及び当該事由による指定手続等に関する条例第９条に

定める指定の取消しの場合も同様とする。 

６ 不可抗力の発生に起因して甲に損害、損失や増加費用が発生した場合には、当該費用につい

ては甲が負担するものとする。 

 

（法令等の変更によって発生した費用等の負担） 

第３４条 法令等の変更に起因して乙に損害、損失や増加費用が発生した場合には、乙は、その

内容の詳細を記載した書面をもって甲に通知しなければならない。 

２ 甲は、前項の通知を受け取った場合には、指定管理業務の変更の確認を行った上で乙と協議

を行い、指定管理業務に影響を及ぼすか否かの認定、指定管理業務の継続、費用負担等を決定

するものとする。 

３ 法令等の変更に起因して乙に損害、損失や増加費用が発生した場合には、当該費用について

は合理性の認められる範囲で甲が負担するものとする。法令等の変更により指定管理業務の全

部が実施できなくなった場合及び当該事由による指定手続等に関する条例第９条に定める指定

の取消しの場合も同様とする。 

４ 法令等の変更に起因して甲に損害、損失や増加費用が発生した場合には、当該費用について

は甲が負担するものとする。 
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（不可抗力等による一部の指定管理業務実施の免除） 

第３５条 第３３条第４項及び第３４条第２項の協議の結果、指定管理業務の一部の実施ができ

なくなったと認められた場合には、乙は影響を受ける範囲において本協定に定める義務を免れ

るものとする。 

 

（管理物件に対する損害賠償等） 

第３６条 乙は、故意又は過失により管理物件を損傷し、又は滅失した時は、それによって生じ

た損害を甲に賠償しなければならない。ただし、甲が特別の事情があると認めた時は、甲は、

その全部又は一部を免除することができるものとする。 

 

（第三者への賠償） 

第３７条 指定管理業務の実施において、乙の責めに帰すべき事由により第三者に損害が生じた

場合には、乙はその損害を賠償しなければならない。ただし、甲の責めに帰すべき事由又は甲

乙双方の責めに帰すことができない事由により第三者に損害が生じた場合には、甲はその損害

を賠償しなければならない。 

２ 乙の責めに帰すべき事由により発生した損害について甲が第三者に対して当該損害につき賠

償した場合には、乙は、甲からの請求にしたがって直ちに当該賠償額を甲に対して支払うもの

とする。 

 

第７章 モニタリング 

 

（指定管理業務の実施状況の確認） 

第３８条 甲は、乙が行う指定管理業務の実施状況を把握し、良好な管理状況を確保するため

に、随時管理施設へ立ち入り、指定管理業務の実施状況を確認し、又は関係書類の提出を求め

ることができる。 

２ 前項に定める指定管理業務の実施状況の確認に係る報告書等の作成費用は原則として乙の負

担とする。 

 

（経営会議） 

第３９条 乙は、原則、毎月、指定管理業務の実施状況及び事業計画等に係る経営会議（以下

「経営会議」という。）を開催しなければならない。ただし、前条に定める実施状況の確認の結

果、甲が必要と判断した場合は、随時開催しなければならない。 

２ 前項に定める経営会議には甲も出席するものとする。 

 

（改善勧告） 

第４０条 乙の指定管理業務が第１１条第４項に定める要望事項又は仕様書に定める要件を満た

していない場合には、甲は乙に指定管理業務の改善に必要な措置をとることを勧告することが
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できる。 

２ 乙は、前項に定める勧告を受けた時は、甲と協議の上、業務の改善目標、改善方法及び改善

期日を記した計画書を作成し、甲の承認を得て、速やかにその達成に努めなければならない。 

 

（改善命令） 

第４１条 甲は、前条に定める改善勧告を行った場合で、同条第２項に定める改善期日の後に調

査した結果、指定管理業務の改善が行われなかったと判断した場合には、改めて改善期日を定

めて乙に対し業務の改善を命じる（以下「改善命令」という。）ことができる。 

 

（指定の取消し又は停止） 

第４２条 甲は、前条に定める改善命令を行った場合で、同条に定める改善期日の後に調査した

結果、指定管理業務の改善が行われていないと判断した場合には、指定の取消し又は期間を定

めて指定管理業務の全部若しくは一部の停止又は解除を命じることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲は、乙の指定管理業務の実施状況等が指定手続等に関する条例

第９条に規定された指定の取消し事由に該当すると認める時は、指定の取消し又は期間を定め

て指定管理業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができるものとする。 

３ 甲は、指定の取消又は期間を定めて指定管理業務の全部若しくは一部の停止を命じようとす

る際には、行政手続条例第３章に定める手続きによるものとする。 

４ 乙は、指定管理業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場合には、甲に対し

て、速やかに報告しなければならない。この場合に、乙は、指定の取消し又は期間を定めて指

定管理業務の全部若しくは一部の停止を、甲に対して申し出ることができる。甲は、当該申し

出に対して誠実に対応するものとする。 

 

（指定の取消し又は停止に伴う損害賠償） 

第４３条 前条第１項又は第２項の規定により甲が指定の取消し又は期間を定めて指定管理業務

の全部若しくは一部の停止を命じ、又は乙の責めに帰すべき事由により指定管理業務の全部若

しくは一部が履行されず、甲に損害が生じた場合には、乙は甲に生じた損害を賠償しなければ

ならない。 

２ 前項に定める場合において乙に生じる損害、損失及び増加費用については、甲はその賠償の

責めを負わないものとする。 

 

（指定管理料の返還） 

第４４条 乙は、前条の規定により、指定の取消し又は期間を定めて指定管理業務の全部若しく

は一部の停止を命じられた場合において、指定管理業務の該当部分に関してすでに指定管理料

が交付されている時は、甲が指定する期日までに当該部分に関して、すでに支払われた指定管

理料として甲が計算して定める金額を返還しなければならない。 
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（町に対する苦情及び意見等への対応） 

第４５条 甲は、利用者から直接苦情を受け付けた場合には、当該苦情への対応について、乙に

対して必要な指導をし、又は協議を申し出ることができる。 

２ 乙は、前項の指導又は協議の申し出を受けた場合には誠実に対応しなければならない。 

３ 甲は、指定管理業務のサービス水準向上を目的として、甲が受け付けた苦情を基に仕様書又

は事業計画等の改善について、乙に協議を申し出ることができる。 

４ 乙は、前項の協議に誠実に対応しなければならない。 

 

（事業報告書の提出） 

第４６条 乙は、会計年度の終了後６０日以内に、指定管理業務の実績を記載した事業報告書を

甲に提出しなければならない。 

２ 甲は、前項の事業報告書を評価した上で、その内容に疑義がある場合には、乙の説明を求め

ることができる。 

３ 甲は、前項の説明に合理性が認められない場合には、乙の財務運営について指導及び助言を

行うことができる。ただし、甲は当該指導及び助言を理由として、乙の財務運営について何ら

責任を負担するものではない。 

４ 乙は、前項の指導及び助言を受けた場合には誠実に対応しなければならない。 

５ 第１項の事業報告書の作成費用は、乙の負担とする。 

６ 事業報告書の詳細は、年度協定に定めるものとする。 

 

（帳簿類等の提出要求） 

第４７条 甲は、監査委員等が甲の事務を監査するために必要があると認める場合には、乙に対

して帳簿書類その他の記録の提出及び当該監査への関係者の出席を求めることができる。 

 

第８章 その他 

 

（減免の措置） 

第４８条 乙は、仕様書に定めるところにより、利用料金を減額又は免除することができる。 

 

（利用料金の引継ぎ） 

第４９条 指定管理者に指定された最終年度において、管理施設を利用する人及び団体が、翌年

度の利用にかかる利用料金を前納した場合に、乙は、指定管理完了の期日後３０日以内に、関

係書類を添えて当該収納額を甲に納付しなければならない。 

 

（原状回復義務） 

第５０条 乙は、本協定の終了までに、指定開始日を基準として管理物件を原状に回復し、甲に

対して管理物件を返還しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲が認めた場合には、乙は管理物件の原状回復は行わずに、別途
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甲が定める状態で甲に対して管理物件を引き渡すことができるものとする。 

３ 前項の規定は、第４２条の規定により本協定が終了した場合に、これを準用する。ただし、

甲と乙とが合意した場合はその限りではない。 

 

（年度協定） 

第５１条 本協定に定めるものの他、年度ごとに定める必要がある事項については、別途締結す

る年度協定に定めるものとする。 

 

（権利及び義務の譲渡の禁止） 

第５２条 乙は、本協定により生じる一切の権利及び義務を第三者に譲渡し、又は継承させては

ならない。ただし、甲が認めた場合においてはこの限りではない。 

 

（利用者への周知） 

第５３条 乙は、自らの名称と連絡先、甲の所管課名を管理施設内に表示しなければならない。 

 

（請求、通知等の様式その他） 

第５４条 本協定に関する甲乙間の請求、通知、申し出、報告、承諾及び解除は、この協定に特

別の定めがある場合を除き、書面により行わなければならない。 

２ 本協定の履行に関して、甲乙間で用いる言語は、日本語とする。 

３ 本協定の履行に関して、甲乙間で用いる計量単位は、本協定に特別の定めがある場合を除

き、計量法（平成４年法律第５１号）の定めるところによる。 

 

（協定の変更） 

第５５条 指定管理業務の履行に当たり、指定管理業務の前提条件若しくは内容に変更が生じた

時、又は特別な事情が生じた時は、甲乙協議の上、本協定の規定を変更することができるもの

とする。 

 

（指定管理業務に係る責任の所在） 

第５６条 甲が本協定に基づき書類の受領、通知若しくは立会いを行い、又は説明若しくは報告

を求めたことをもって、乙の責任において行うべき指定管理業務の全部又は一部について甲が

責任を負担するものと解釈してはならない。 

 

（疑義についての協議） 

第５７条 本協定の各条項等の解釈について疑義を生じた時、又は本協定に特別の定めがない事

項については、地方自治法及び松田町例規に基づくほか、甲乙協議の上、これを定めるものと

する。 
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（管轄裁判所） 

第５８条 本協定に定める指定管理業務について甲及び乙の間で争いが生じた時は、横浜地方裁

判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 

 

 本協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲乙がそれぞれ記名押印の上、各１通を保有

する。 

 

 

 令和６年 ３月２７日 

 

 

 

             甲  神奈川県足柄上郡松田町松田惣領２０３７番地 

                松田町長  本 山 博 幸 

 

 

             乙   



 

 

 

 

松田町寄みやま運動広場 

管理運営業務仕様書 
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松田町寄みやま運動広場管理運営業務仕様書 

 

松田町寄みやま運動広場の指定管理者が行う業務の内容及びその範囲は、この仕様書によるも

のとする。 

 

Ⅰ 基本的事項 

 １ 業務目的 

本業務は、松田町寄みやま運動広場事業を総合的に推進するとともに、健康増進と、観光

等で都市から訪れる人々と地域住民との交流活性化を図り、健全な休養と研修の場所を提

供し、円滑な運営及び施設の適切な維持管理を行うことを目的とする。 

 

 ２ 管理運営の基本的な考え方 

   円滑な運営及び適切な維持管理は、法令や条例等を遵守するとともに、あわせて次の事項

を遵守すること。 

  （１）施設設置の趣旨に則した管理運営を行うため最大の努力を行うこと。 

  （２）利用者の意見や要望を反映させるなど、利用者本位の運営を行うこと。 

   （３）効率的な運営を行うとともに、環境負荷の低減と施設の保全に努め、運営費の縮減に

努めること。 

  （４）松田町個人情報保護条例に基づき、個人情報の保護を徹底すること。 

  （５）災害時、緊急時に備えた危機管理を徹底すること。 

 

３ 対象施設 

松田町寄みやま運動広場 （足柄上郡松田町寄３１１１番地） 

 

 ４ 休場日及び利用時間 

   利用者の要望に応えるため休館日や開館時間を変更する必要がある場合には、町と協議す

るものとする。 

  （１）毎週月曜日午後及び火曜日ただし、国民の休日を除く 

  （２）休日の翌日 

  （３）12月 28日から翌年 1月 3日まで 

  （４）利用時間 午前 9時から午後 9時まで 

 

 ５ 指定期間 

   平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで（５年間） 
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 ６ 法令等の遵守 

   松田町寄みやま運動広場の管理運営にあたっては、本仕様書のほか、関連法令等を遵守し、

適正な管理を行わなければならない。 

 

 ７ 職員配置 

   管理運営業務を実施するため、経験者等、適正な職員を配置すること。 

  （１）設備等の保守管理及び施設内外の清掃等、各種業務における責任体制を確立するこ

と。 

  （２）職員の勤務体制は、施設の管理運営に支障がないように配慮するとともに、利用者の

要望に応えられるものとすること。 

  （３）職員の資質を高めるため、研修を実施するとともに施設の管理運営に必要な知識と技

術の習得に努めること。 

 

 ８ 危機管理対応 

（１）自然災害、人為災害、事故及び自らが原因者・発生源になった場合等のあらゆる緊急

事態、非常事態、不測の事態には、遅滞なく適切な措置を講じたうえ、町をはじめ関係

機関に通報すること。 

    ① 火災、事故等の緊急時における利用者に対する避難誘導及び関係機関への通報を行

うこと。 

    ② 停電時等における施設の復旧を遅延なく行うこと。 

③ その他利用者に対する対応に万全を期すること。 

 （２）予防対策 

   ① 危機管理体制を築くとともに、対応マニュアルを作成し、災害時の対応について随

時訓練を行うこと。 

   ② 消防署から指摘があった場合は、直ちに改善すること。 

 

 ９ 個人情報の保護と情報公開 

 （１）業務上知り得た個人情報については、松田町個人情報保護条例（平成 14年 12月松田

町条例第 24号）により適正な取扱いをしなければならない。 

 （２）利用者が利用する公共施設の管理であることを認識し、松田町情報公開条例（平成

13 年９月松田町条例第１３号）により、その管理運営についての透明性を高めるよう

努めること。 

 

１０ 物品の帰属 

   （１）松田町寄みやま運動広場の物品とは、管理開始時に引き継ぐ物品等すべてのことを

いう。 

   （２）町は松田町寄みやま運動広場の物品を無償で指定管理者に貸与する。 

   （３）指定管理者は、指定期間中、前記物品を常に良好な状態に保たなければならない。 
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（４）指定管理者が委託料の収入で購入した物品のうち、次のものは町の所有となる。ただ

し、これにより難い場合には、あらかじめ指定管理者は町の承認を得なければならない。 

    ①消耗品 

消耗品は、現に使用中の消耗品については町に引き継ぐものとするが、それ以外の

ものは、指定管理者の所有物とする。 

②備品 

指定管理者が委託料の収入で購入した備品は、原則として町の所有物とする。この

ため、指定管理者の所有備品として購入するものについては、あらかじめ町と協議の

上、購入するものとする。 

     (ｱ)町の所有となる備品の例 

      ・指定管理者が町から引き継いだ備品を更新するために購入する備品 

      ・上記以外のもので、指定管理者が、もっぱら利用者の利便性向上のため購入する

備品（施設の付帯備品となる机・いす、案内板、照明器具、ロッカーなど） 

     (ｲ)指定管理者の所有となる備品の例 

・施設で使用する金庫、書庫などのほか町と事前協議の上、指定管理者の備品と決

したもの 

 

１１ 賠償責任と保険の加入 

   （１）賠償責任 

      松田町寄みやま運動広場の管理運営を行うにあたり、指定管理者の行為が原因で利 

用者に損害を与えた場合は、国家賠償法第１条の規定により、施設の設置者である町 

が賠償責任を負う。ただし、町は、町が負ったその賠償について指定管理者に対して 

請求を行うことができる。 

   （２）保険の加入 

建物共済は、所有者である町が全国自治協会建物災害共済に加入するものとする。

指定管理者は、町が加入している「全国町村会総合賠償保障保険」の補償額以上の保

険に加入すること。 

 

１２ 利用料金の減免 

指定管理者が利用料金を減額又は免除することができる場合は、次の各号のとおりとす

る。 

   （１）国又は、地方公共団体等が主催する行事に使用するとき。 

   （２）町内の老人会、子ども会等及び心身障がい者が利用するとき。 

   （３）その他町長が公益上必要と認めるとき。 

 

１３ 管理運営に係る経費等 

（１）指定管理者が松田町寄みやま運動広場の管理運営を行うために要する経費は、町か

らの指定管理委託料のほか利用料金等による収入を充てるものとする。 
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（２）指定管理委託料は、下記に掲げる額の範囲内とする。 

平成３０年度（平成３０年４月～平成３１年３月） ３０９千円 以内 

平成３１年度（平成３１年４月～平成３２年３月） ３０９千円 以内 

平成３２年度（平成３２年４月～平成３３年３月） ３０９千円 以内 

平成３３年度（平成３３年４月～平成３４年３月） ３０９千円 以内 

平成３４年度（平成３４年４月～平成３５年３月） ３０９千円 以内 

（３）施設の修繕について、軽修繕（１件あたり３万円を目途）では対応が難しい事案に

ついては、毎年度、町と対応を協議すること。 

（４）指定管理業務に関する経費及び収入は、本業務にかかる専用口座で管理し、会計経

理は他の業務に係るものと区分するものとする。 

（５）指定管理業務に関する会計年度は、毎年４月１日から翌年の３月３１日までの期間

とする。 

 

１４ リスク分担 

指定管理期間中におけるリスク分担については、下記負担区分を前提とし、指定管理者

は、負担区分に十分に対応できる保険に加入すること。 

項 目 松田町 指定管理者 

安全管理   〇 

事故、火災等による施設の損傷 その他 責めに帰する場合 

事故、火災等による利用者への責任 その他 責めに帰する場合 

包括的管理責任 〇   

防災等の法令、その他条例等に基づき、適正に施設の管理運営を行うこと。 

万が一、事故等が発生した場合は、上記リスク負担区分に則り、指定管理者が責任をも

って処理するとともに、町に報告すること。 

 

１５ 環境への配慮 

（１）環境に配慮した商品やサービスの購入の推進及び廃棄物の適正処理 

（２）電気、燃料等のエネルギー使用量の削減 

（３）タバコやゴミのポイ捨て等に対する厳粛な対応 

 

１６ 事業報告書の提出 

   指定管理者は、毎年度終了後、利用状況、管理運営状況、管理運営に要した経費等の収支 

状況などを記載した事業報告書を町に提出するほか、管理運営の状況について、町が指定し 

た方法により定期的に報告しなければならない。 

 

１７ 業務の再委託の禁止 

    指定管理者は、清掃や設備の保守点検等のような個別の具体的業務を町と協議のうえ第三

者に委託することは差し支えないが、松田町寄みやま運動広場の事業及び管理運営業務のす
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べてを第三者に委託することはできない。 

 

１８ 指定管理者に対する監督・監査 

  （１）町は、指定管理者が管理する松田町寄みやま運動広場の適正な運営を期するため、

指定管理者に対して、当該業務内容又は経理の状況に関し報告を求め、実態について

調査し、又は必要な指示をすることができる。 

    （２）町は、指定管理者が町の指示に従わないとき、又はその他当該指定管理者による管

理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定

めて指定管理業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。 

  （３）町又は監査委員が必要と認めるときは、指定管理者が行う松田町寄みやま運動広

場管理運営業務に係る出納関連の事務について監査を行うことができる。 

 

１９ その他 

（１）この仕様書に規定するもののほか、記載のない事項については、その都度町と協議す

ること。 

（２）その他契約に関する詳細事項については、基本協定で定めることとする。 

 

Ⅱ 管理業務 

 １ 施設の利用 

   （１）施設の利用許可 

指定管理者は、施設の利用許可権限を有することになる。許可に際しては、利用内容

が公共施設の目的に沿ったものであることを確認するとともに、平等な利用を図らなけ

ればならない。 

    なお、施設の利用に係る具体的な事務は次のとおり。 

① 利用者への使用上の注意説明と準備、片付けの説明 

   （２）利用者への対応 

      利用者本位の運営を行い、親切丁寧な対応を心がけ常にサービスの向上に努めること。 

     ① 窓口対応、館内案内 

     ② 施設の利用受付 

     ③ 各種問合せへの対応 

     ④ 負傷者、急病人の対応 

   （３）トラブルへの対応 

     ① 要望や苦情、トラブル等は、迅速、適切に処理すること。 

     ② 指定管理者への要望、苦情等で重要なものは、速やかに町に報告すること。 

 

２ 施設の管理等 

    敷地内外に存する全ての施設設備の維持管理及び保全を行うとともに、効率的な運営を図
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り環境負荷を低減させること。 

（１）施設が保有している諸設備全般の保守管理 

   例：体育道具、建屋、電気、給水 

（２）屋外の構築物や諸設備の保守管理 

   例：グラウンドの整備、街灯、除雪作業等 

（３）施設内外の清掃 

 

３ その他 

  （１）道路案内や問合せに対応できる知識の習得 

   （２）備品台帳の整備と所在の確認 

   （３）施設設備の大規模な修繕及び改修についての提案 

   （４）類似公共施設のポスターの掲示及びチラシ配布等、ＰＲの相互協力 

  （５）町への各種報告書類を含め、必要な統計基礎資料の作成 

 

４ 利用料金 

   条例に定めるところによる。 

ただし、利用料金については、平成３０年４月１日より下表に定める額を上限とした範囲

内において、指定管理者があらかじめ町長に承認を得て定めることとしたので留意すること。 

施設名 施設管理者 利用区分 

利用料金 

利用単位 利用形態 町内居住者

又は宿泊者 
その他 

松

田

町

寄

み

や

ま

運

動

広

場 

多

目

的

広

場 

サッカー 

ソフトボール 

野球 

その他 

町長又は 

指定管理者 

平日 1,000円 2,000円 

1回 

2時間 
予約制 

土曜日 

日曜日 

祝日 

1,500円 3,000円 

ゲートボール 

平日 100円 150円 

1面 

4時間 
予約制 

土曜日 

日曜日 

祝日 

200円 250円 

照明施設 

平日 

土曜日 

日曜日 

祝日 

4,000円 6,000円 
1回 

2時間 
予約制 

 備考 

(1) 宿泊者とは町内に所在する松田町寄自然休養村管理センター、旅館、民宿、キャン

プ場等に宿泊した者とする。 

(2) 照明施設の料金には、広場の利用料金を含まないものとする。 

 



松田町寄テニスコートの管理運営に関する基本協定書 

 

 

 松田町（以下「甲」という。）と有限会社みやまの里（以下「乙」という。）とは、乙が

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者とし

て松田町寄テニスコート（以下「テニスコート」という。）の管理を行うにあたり、次のと

おり協定を締結する。 

 

 （管理業務） 

第１条 乙が行う業務は、松田町寄テニスコートの設置及び管理に関する条例（平成１９

年松田町条例第６号。以下「条例」という。）第３条に基づき、別添松田町寄テニスコー

ト管理運営業務委託仕様書（以下「仕様書」という。）に定めるところによる。 

 

 （協定の期間） 

第２条 この協定の期間は、指定管理者の指定の期間と同じく令和５年４月１日から令和

６年３月３１日までとする。 

 

 （利用料金） 

第３条 甲は、乙にテニスコートの施設利用料金を乙の収入として収受させるものとする。 

２ 利用料金は、条例に規定する額の範囲内において乙が定めるものとする。ただし、そ

の決定及び改定については事前に甲の承諾を得るものとする。 

 

 （減免の措置） 

第４条 条例及び規則に定めるところにより、乙は、利用料金を免除又は減額することが

できる。実施にあたっては、乙は、甲が行ってきた使用料の減免基準等を踏襲すること

とし、事前に協議するものとする。 

 

 （委託料） 

第５条 甲は乙に、テニスコートの管理運営を行うための経費として、指定管理委託料を

支払わないこととする。 

 

 （施設利用料金の用途） 

第６条 テニスコートの施設利用料金は、乙がテニスコートを維持管理及び施設運営する

ための費用に充当することとする。ただし、大規模な改修、維持補修及び備品等の購入

が生じた場合は、原則としてその費用負担を甲乙が協議して対応するものとする。 

 

 （遵守事項） 

第７条 乙は、条例及び規則のほか、本協定書並びに仕様書を遵守し、テニスコートの管

理運営業務を信義に従い誠実に履行しなければならない。 

 



（事業報告書の提出） 

第８条 乙は、当該年度の末日の翌日から起算して６０日以内に次に掲げる事項を記載し 

 た事業報告書を甲に提出しなければならない。 

（１）テニスコートの管理の業務の実施状況 

（２）自主事業の実施状況 

（３）テニスコートの利用状況 

（４）テニスコートの利用料金の収入の実績 

（５）テニスコートの管理に係る経費の収支決算 

（６）その他町長が必要と認める事項 

 

 （事務の引継ぎ） 

第９条 乙は、指定管理者としての指定が終了するとき又は指定の取り消しがあったとき

は、テニスコートの管理が円滑に引き継がれるよう、甲の指示により関係書類を添えて

事務引継を行わなければならない。 

 

 （その他） 

第１０条 甲と乙は、次に掲げる事項が発生したときは、双方誠意を持って協議して対応

しなければならない。 

（１）協定に定めのない事項及び協定に関して疑義が発生したとき。 

（２）事業計画書、趣旨計画書等に矛盾や齟齬があるとき。 

（３）仕様書に規定する業務の内容及び処理に疑義が発生したとき。 

２ この協定に関する甲乙間の承諾、通知、この協定の解除その他の行為は、書面により

行うものとする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲乙双方記名押印の上、各自１通を

保有する。 

 

 

 

 令和５年４月１日 

 

 

甲 住 所  松田町松田惣領２０３７番地 

 氏 名  松田町長  本 山 博 幸 

 

乙 住 所  

 

 

 

 



別記１ 

   個人情報取扱特記事項 

 

 （基本的事項） 

第１ 乙は、この協定による個人情報の取扱にあたっては、個人の権利利益を侵害するこ

とのないよう努めなければならない。 

 （秘密の保持） 

第２ 乙は、この協定による事務に関して知ることのできた個人情報を他に漏らしてはな

らない。基本協定終了後同様とする。 

 （第三者への提供の禁止） 

第３ 乙は、この協定による事務を処理するために収集し、または作成した個人情報が記

録された資料等を甲の承諾なしに第三者に提供してはならない。 

 （事故の場合の措置） 

第４ 乙は、この協定に違反する事態が生じ、又は生ずる恐れがあることを知ったときは、

速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

 



 

 

 

松田町寄テニスコート 

管理運営業務仕様書 

  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

松 田 町 
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松田町寄テニスコート管理運営業務仕様書 

 

松田町寄テニスコートの指定管理者が行う業務の内容及びその範囲は、この仕様書によるもの

とする。 

 

Ⅰ 基本的事項 

 １ 業務目的 

本業務は、松田町寄テニスコートの設置趣旨であるスポーツ振興を図り、心身の健全な

発達に寄与するよう町民をはじめ観光等で訪れる人々と地域住民との交流活性化を図れる

健全な施設として、円滑な運営及び施設の適切な維持管理を行うことを目的とする。 

 

 ２ 管理運営の基本的な考え方 

    円滑な運営及び適切な維持管理は、法令や条例等を遵守するとともに、あわせて次の項 

を遵守すること。 

  （１）施設設置の趣旨に則した管理運営を行うため最大の努力を行うこと。 

  （２）利用者の意見や要望を反映させるなど、利用者本位の運営を行うこと。 

   （３）効率的な運営を行うとともに、環境負荷の低減と施設の保全に努め、運営費の縮減に

努めること。 

  （４）個人情報の保護を徹底すること。 

  （５）災害時、緊急時に備えた危機管理を徹底すること。 

 

 ３ 休場日及び利用時間 

  （１）毎週月曜日午後及び火曜日とする。ただし、国民の休日を除く 

  （２）休日の翌日 

  （３）12 月 28 日から翌年 1 月 3 日まで 

  （４）利用時間 午前 9 時から午後 5 時まで 

 

 ４ 職員配置 

    管理運営業務を実施するため、経験者等、適正な職員を配置すること。 

   （１）設備等の保守管理及び施設内外の清掃等、各種業務における責任体制を確立すること。 

  （２）職員の勤務体制は、施設の管理運営に支障がないように配慮するとともに、利用者の 

要望に応えられるものとすること。 

  （３）職員の資質を高めるため、研修を実施するとともに施設の管理運営に必要な知識と技 

術の習得に努めること。 

 

 ５ 法令等の遵守 

    松田町寄テニスコートの管理運営にあたっては、本仕様書のほか、関連法令等を遵守し、 

適正な管理を行わなければならない。 
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 ６ 危機管理対応 

（１） 自然災害、人為災害、事故及び自らが原因者・発生源になった場合等のあらゆる緊 

急事態、非常事態、不測の事態には、遅滞なく適切な措置を講じたうえ、町をはじめ 

関係機関に通報すること。 

   ① 火災、事故等の緊急時における利用者に対する避難誘導及び関係機関への通報を行う 

こと。 

   ② 停電時等における施設の復旧を遅延なく行うこと。 

③ その他利用者に対する対応に万全を期すること。 

（２）予防対策 

   ① 危機管理態勢を築くとともに、対応マニュアルを作成し、災害時の対応について随時 

訓練を行うこと。 

   ② 消防署から指摘があった場合は、直ちに改善すること。 

 

 ７ 個人情報の保護と情報公開 

   （１）業務上知り得た個人情報については、松田町個人情報保護条例（平成 14年 12月 

松田町条例第 13号）により適正な取扱いをしなければならない。 

   （２）利用者が利用する公共施設の管理であることを認識し、松田町情報公開条例（平成 

13年９月松田町条例第 13号）により、その管理運営についての透明性を高めるよう 

努めること。 

 

 ８ 環境に対する取り組み 

     環境負荷の低減対策を実行・記録し、適宜結果を報告するなど環境に配慮した施設理 

を行うこと。 

 

 ９ 物品の帰属 

    指定管理者が委託料または利用料金の収入で購入した物品のうち、次のものは町の所 

有となる。ただし、これにより難い場合には、あらかじめ指定管理者は町の承認を得な 

ければならない。 

   （１）消耗品 

     消耗品は、現に使用中の消耗品については町に引き継ぐものとするが、それ以外のも 

のは、指定管理者の所有物とする。 

（２）備品 

      指定管理者は、利用料金の収入で購入した備品は、原則として町の所有物とする。こ 

のため、指定管理者の所有備品として購入するもの（利用料金の収入で購入することが 

できないと認められるもの）は、あらかじめ町と協議のうえ、購入するものとする。 

   ① 町の所有となる備品の例 

     ・指定管理者が町から引き継いだ備品を更新するために購入する備品 

     ・上記以外のもので、指定管理者が、もっぱら利用者の利便性向上のため購入する 

備品（施設の付帯備品となる机・いす、案内板、照明器具、ロッカーなど） 

   ② 指定管理者の所有となる備品の例 

     事務室で使用する金庫、書庫などのほか町と事前協議の上、指定管理者の備品と決 

したもの 
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１０ 賠償責任 

  （１）賠償責任    

     松田町寄テニスコートの管理運営を行うにあたり、指定管理者の行為が原因で利 

用者に損害を与えた場合は、国家賠償法第１条の規定により、施設の設置者である町 

が賠償責任を負う。ただし、町は、町が負ったその賠償について指定管理者に対して 

請求を行うことができる。なお、本施設に対する建物共済は、加入していません。 

 

１１ 利用料金の減免及び還付 

      指定管理者は、これまで町が行ってきた利用料の減免及び還付基準を踏襲することと 

し、実施に当たっては、町と協議すること。 

 

１２ 管理運営に係る経費 

指定管理者が松田町寄テニスコートの管理運営を行うために要する経費は、使用料の

収入から充てる。なお、施設の土地賃貸借契約伴う賃貸借料は、町が負担する。 

  （１）指定管理委託に含まれる維持管理経費 

     維持管理する際に必要となる経費全般は、テニスコート使用料から充当するものとす 

る。なお、大規模な修繕・改修工事については、毎年度協議して定めるものとする。 

 

１３ 事業報告書の提出 

      指定管理者は、毎年度終了後、利用状況、管理運営状況、管理運営に要した経費等の 

収支状況などを記載した事業報告書を町に提出するほか、管理運営の状況について、町

が指定した方法により定期的に報告しなければならない。 

 

１４ 業務の再委託の禁止 

       指定管理者は、清掃や設備の保守点検等のような個別の具体的業務を町と協議のうえ 

第三者に委託することは差し支えないが、松田町テニスコートの事業及び管理運営業務 

のすべてを第三者に委託することはできない。 

 

１５ 指定管理者に対する監督・監査 

   （１）町は、指定管理者が管理する松田町テニスコートの適正な運営を期するため、指 

定管理者に対して、当該業務内容又は経理の状況に関し報告を求め、実態について調査

し、又は必要な指示をすることができる。 

   （２）町は、指定管理者が町の指示に従わないとき、又はその他当該指定管理者による 

管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期間 

を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。 

   （３）町又は監査委員が必要と認めるときは、指定管理者が行う松田町テニスコート管 

理運営業務に係る出納関連の事務について監査を行うことができる。 
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Ⅱ 管理業務 

    １ 施設の利用 

   （１）施設の利用許可 

      指定管理者は、施設の利用許可権限を有することになる。許可に際しては、利用内容 

が公共施設の目的に沿ったものであることを確認するとともに、平等な利用を図らなけ 

ればならない。 

      なお、施設の利用に係る具体的な事務は次のとおり。 

     ① 利用者への使用上の注意説明と準備、片付けの説明 

   （２） 利用者への対応 

      利用者への配慮を優先し、親切丁寧な対応を心がけ常にサービスの向上に努めること。 

     ① 窓口対応、館内案内 

     ② 施設の利用受付 

     ③ 各種問合せへの対応 

     ④ 負傷者、急病人の対応 

   （３） トラブルへの対応 

     ① 要望や苦情、トラブル等は、迅速、適切に処理すること。 

     ② 指定管理者への要望、苦情等で重要なものは、速やかに町に報告すること。 

 

２ 施設の管理等 

      敷地内外に存する全ての施設設備の維持管理及び保全を行うとともに、効率的な運営を 

図り環境負荷を低減させること。 

   （１）施設が保有している諸設備全般の保守管理 

      例：体育道具、トイレ、建屋、電気、給水 

   （２）屋外の構築物や諸設備の保守管理 

      例：テニスコートの整備、外灯、除雪作業等 

   （３）施設内外の清掃 

 

３ 利用料金 

      条例に定めるものによる。 

 

４ その他 

   （１）道路案内や問合せに対応できる知識の習得 

   （２）備品台帳の整備と所在の確認 

   （３）施設設備の大規模な修繕及び改修についての提案 

   （４）類似公共施設のポスターの掲示及びチラシ配布等、ＰＲの相互協力 

   （５）町への各種報告書類を含め、必要な統計基礎資料の作成         

 


